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基本的事項基本的事項

MUFGは、地球環境の問題を真摯に受け止め、将来世代が安心して暮らせる
持続可能な社会の実現をめざしていきます。
◯ 地球温暖化、資源枯渇、環境汚染といった地球環境に対する脅威が加速度的に増大しています。
特に、アジアでは、大気や水質、土壌の汚染が深刻化しています。

◯ 地球環境問題は、全世界が一丸となって取り組まねばならない喫緊の課題であり、その解決
のためには、環境面から社会や生活のあり方を見直すことが不可避です。

◯ 将来の世代に甚大な影響を及ぼす地球環境の問題に対応することは、世界中のお客さま・社会
の皆さまに支えていただいているMUFGの責務であり、私たちは、未来の環境と世代のために、
持てる力を尽くしていきたいと考えます。

◯ グループ従業員一人ひとりが意識を高め、自らの環境負荷低減に取り組むとともに、資金の
流れを通じて環境や社会に幅広く働きかけることができる総合金融グループとして社会の
期待に応えながら、将来の世代が安心して暮らせる持続可能な社会の実現をめざします。

I. 金融を通じて環境配慮型社会の創出に力を尽くして参ります。
◯ 個人のお客さまの環境に対する想いの受け皿となる商品・サービスをご提供します。
 ● 太陽光発電システムの備付けをご支援するローンを提供していきます。
 ● クレジットカードを活用して、地球温暖化防止につながる排出権との接点を提供していきます。
 ● お客さまの資産とともに、豊かな社会、より良い地球を育てていくSRI（社会的責任投資）
ファンドの普及を促進していきます。

◯ 法人のお客さまの環境問題への取り組みを、総合金融力でサポートしていきます。
 ● 環境対応を進めるお客さまに対し、高い環境技術を有する企業などとも連携し、コンサル
ティング、ビジネスマッチングから資金調達等まで、シームレスにサポートします。

 ● 環境対策関連の企業株式に投資するSRI型運用商品などの開発・販売に取り組み、また、年金基金
のお客さまへのSRIの普及を通じて、環境問題に積極的に取り組む企業の活動を支援します。

◯ 海外では、地域の特性に応じた取り組みを積極的に推進していきます。
 ● アジア（特に中国）では、グループ各社の機能を活用し、CDM（クリーン開発メカニズム）事
業などを推進します。

 ● 欧米では、石油代替エネルギーや再生可能エネルギー分野に対するファイナンス供与を中
心とした取り組みを推進します。

◯ ご融資に関する基準において、金融機能を通じて環境配慮型社会へつなげていくため、赤道
原則に基づく対応などに加え、環境面からの視点を更に明確にしていきます。

◯ 市場の仲介機能を活用し、より多くのお客さまに安定的に排出量削減の手段を提供するた
め、グループの総合力を発揮していきます。

 ● CDM事業から創出される排出権などの流動性供給機能を様々な形態でご提供します。
 ● 価格透明性・流動性の確保を可能とする取引基盤整備の動きに対応していきます。

II. 自らの環境負荷の低減に努め、社会貢献活動にも力を注いで参ります。
◯ 三菱東京UFJ銀行・三菱UFJ信託銀行・三菱UFJモルガン・スタンレー証券は、CO2などの
温室効果ガス排出量を2000年度比、2012年度までに25%を目標に削減します。

 ● 温室効果ガス排出量削減に向けて、全拠点で環境負荷データの計測を進めるとともに、
ISO14001に基づく環境マネジメントシステムによる継続的な運用改善、環境配慮型設備
への切り替え、代替エネルギーの活用などに取り組んでいきます。

 ● 排出権を活用して、本社など主要なビルのカーボンオフセットを推進します。
◯ グループ従業員とその家族に、各々の生活においても環境改善意識が高められるよう、環境
負荷計測ツールの提供などを行っていきます。

◯ グループ従業員が参加しての植樹や、環境教育の支援、国内外の各拠点の地域貢献活動など
を通じて、環境保全に積極的に取り組んでいきます。

総合金融グループとして

MUFGグループは、“総合金融グループならでは”の視点に立ち、金融の仕組みで社会・環境
面への取り組みに熱心な企業・個人に資金が流れるようサポートしていくとともに、お客さ
まの社会・環境対策に直接結びつく商品・サービスのご提供に努めていきます。
また、生物多様性の観点からも取り組みを進めていきます。

●MUFG環境に関する行動方針について

MUFGグループは、地球環境問題への危機意識を共有し、環境への取り組みを進めていくため
の指針として「MUFG環境に関する行動方針」（2008年6月）を制定しています。この行動方針
に従って、従業員一人ひとりが総合金融グループとしての果たすべき役割を自覚し、環境配慮
につながる商品やサービスのご提供など環境への取り組みを積極的に推進していきます。

MUFG環境に関する行動方針

■■■　MUFGグループのCSR　■■■M
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資金の流れを通じて環境や社会に働きかけることのできる総合
金融グループとして、地球環境問題を真摯に受け止め持続可
能な社会の実現への貢献を表明した上で、具体的かつ的確
な環境への取り組みの行動方針となっている。一般にありがち

な抽象的な表現ではなく、環境配慮商品・サービスの提供（金
融を通じた環境配慮型社会の創出）と自らの環境負荷の低減
の両面について実践的な方向付けがなされている。

金融・保険業/銀行・信託業

「三菱UFJフィナンシャル・グループ　CSRレポート2010　詳細版」

環境方針

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ

環境経営活動の基本姿勢である環境宣言を樹木のイラ
ストで表すことで、150カ国、13万人を超える社員にそ
の浸透を図っている。グループ全体での環境マネジメント
シ ス テ ム「TEAMS（Total Environmental Advanced 

Management System）」とステークホルダーとの積極的な対
話である「環境コミュニケーション」を2つの基軸として、その上
で「商品・サービス」「モノづくり」「社会貢献」が推進されてい
ることを明確に示している。

製造業/ゴム製品

「ブリヂストングループCSRレポート2010」

環境宣言・環境理念

株式会社ブリヂストン
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私たちコマツは、事業活動が地域および地球規模の環境問題
と深く関わりがあることを認識し、以下の重点 4分野を重点
テーマとして取り組みます。

1）気候変動への取り組み 

2）循環型社会構築への取り組み 

3）大気・水環境などの保全および化学物質管理 

4）生物多様性 

コマツグループは、2010年に内容を見直した「地球環境基
本方針」に沿い、①持続可能な発展への貢献、②エコロジーとエ
コノミーの両立、③企業の社会的責任を基本理念に、全事業領
域にわたりグローバルな実現に取り組んでいます。

コマツと環境との関わり

環境と社会の持続的発展のために「コマツができること、しなくてはならないこと」を考え、
コマツグループ全体で実現に向けた活動を推進しています。

環境マネジメント

コマツグループの事業活動と環境との関わり

⬆

P.16、19～20、47～48

⬆

P.13～15，18

⬆
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⬆
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⬆
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⬆

P.16、19

⬆

P.18

⬆
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通信衛星

⬆

P.17、43

開発
 ● Ecology& Economy
 ● LCA設計
 ● 中期環境技術開発目標

 ● 環境配慮型商品・サービスの提供
 ● 使用済みコンポーネント（部品）/リマン
  販売情報などの売買ネットワークの構築・運営

物流
 ● 物流における
　CO2削減
 ● 輸送効率の改善
 ● 梱包改善

販売・サービス
 ● 安全衛生・環境のガイドライン
  に沿った活動

使用
 ● 商品使用段階における
  環境負荷の低減
 ● お客さまの環境活動への
  ソリューションの提供
 ● 省燃費運転法の普及
 ● ICTを活用したプロダクト
  サポート

Reduce

Recycle

素材リサイクル処理
（外部委託）

廃棄物適正処理
（外部委託）

使用済み車両

解 体

　使用済みコンポーネント（部品）の再生
（リマン事業）

回収

使 用
CO2

NOx

部品リユース

パティ
  キュレート

製品リユース

販売・レンタル・サービス

商品

販売・サービス代理店

販売・サービス
代理店

地域社会

資材調達
 ● グリーン購買

取引先

お客さま
社員

社員

社員

生 産

Reuse

Reuse

商品

 ● 気候変動対応（省エネルギー）
 ● 資源有効利用（ゼロエミッション）
 ● 環境リスクマネジメント
 ● 有害化学物質排除
 ● 有機塩素系洗浄液の使用を全廃

環
境
活
動
報
告

7

「コマツグループの事業活動と環境との関わり」を示す図は、グ
ループとして関わる建設機械の生産から販売・レンタル・サー
ビス、使用、さらに使用済み製品の解体・部品のリユース、リ
サイクルにいたる自社製品のライフサイクル全体における環境
側面がイラストでわかりやすく表現されている。この図1つで、

各ライフステージにおけるコマツグループの具体的な環境対応
が包括的に理解できる。また各ライフステージでの環境活動
の詳細情報を説明するページの番号を各取り組み分野に付記
していることも読者への配慮として評価できる。

製造業/その他製造業

「コマツ 環境社会報告書 2010」

事業と環境との関わり

株式会社 小松製作所

グループとして「環境」を注力すべき事業分野の1つと位置付
け、環境製品・環境技術をもつメーカーと環境ニーズをもつお
客様をつなぐ「エコサービス・インテグレーター」を標榜している。
「オリックスグループのエコサービス一覧」により、グループ内

の多様な業態（金融・サービス、エネルギー、自動車、不動産、
環境施設）による低炭素社会・循環型社会・自然共生社会の
構築に貢献する事業領域の全体像がよく理解できる。

金融・保険業/その他・金融保険業

「オリックスグループ『環境レポート2010-2011』」

事業と環境との関わり

オリックス株式会社
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活動項目

公正で透明な事業活動のために
　組織統治と事業環境の整備………………………………………………
　法令順守・企業倫理………………………………………………………
　公正で透明な取引に向けて………………………………………………
　情報の開示と保護…………………………………………………………

第三者評価
　CSR報告書を読んで ステークホルダーの方々のご意見……………
　ご意見をいただいて………………………………………………………
　ステークホルダー・ダイアログ実施状況 / 編集後記…………………
　第三者保証報告書…………………………………………………………

CSRに関する当社の主な動き………………………………………………
2009年度 社外顕彰受賞一覧………………………………………………

社会との調和のために
　「人を大切にする企業」の実現に向けて………………………………
　働きやすい労働環境の実現を目指して…………………………………
　大規模災害への取り組み…………………………………………………
　安全衛生への取り組み……………………………………………………
　社会貢献活動………………………………………………………………

社会やお客様の期待を超える価値の実現のために
　社会やお客様の期待を超える価値の実現のために……………………
　品質への取り組み…………………………………………………………
　地球温暖化の防止　エコロジー・ミッション…………………………
　生物多様性への取り組み…………………………………………………
　建設副産物の減量化・再資源化 / 有害物質対策………………………
　土壌浄化への取り組み……………………………………………………
　リニューアルの取り組み…………………………………………………
　トータル・エコ活動 / 2009年度 マテリアルフロー…………………
環境会計はホームページ
（http://www.shimz.co.jp/csr/environment/report/pdf/data_2010.pdf）
で公表しています。

組織統治

公正な事業慣行

情報の開示と保護

経済性と効率

高品質の提供

地球環境への配慮

社会貢献活動

労働環境の向上

人権への配慮

CSR報告書アニュアルレポート決算短信

テーマ「変わる、変える」
持続可能な社会を目指すために、これまでの価値観を見直すときが
きています。地球温暖化防止の側面から、建物のあり方を再度見直
してみる、当たり前に行っていたことを違う角度から見つめ直すな
ど、変わろう、変えていこうとする取り組みを紹介しています。

■ACTIVITIES : 2009年度の活動内容と実績
CSRの取り組み　実施事項と評価………………………………………… 17

トップメッセージ……………………………………………………………
豊かで持続可能な社会の実現に向けて……………………………………
事業内容と財務状況…………………………………………………………

1
3
5

■TOPICS : 特集「変わる、変える」
過ごし方が変わる……………………………………………………………
時代とともに変わる…………………………………………………………
視点を変える…………………………………………………………………

7
11
15

23
25
27
29
31
32
33
34

35
37
38
39
41

42
44
44
45

46
46

19
20
21
22
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・グループ企業のコーポレートガバナンス体制の的確な運用と、経
営のあらゆるプロセスにおけるリスク管理の徹底
・反社会的行為の根絶をはじめとする、グループ全体での企業倫理
の徹底
・取引の透明性をさらに向上させ、法令に則った適切な事業を遂行
・すべてのグループ企業、専門工事業者を含めた情報セキュリティ
の徹底

・従業員と専門工事業者の多様な人材が意欲を持って安全に働ける
環境の実現
・専門工事業者との連携による重篤災害0の達成と若年労働者の技
能向上の実現
・地域やステークホルダーと連携した社会貢献活動の充実

・当社の関わるすべての建造物で社会やお客様の期待を超える価値
を実現
・社会の新たな課題に対するソリューションを、持続する技術革新
で実現
・カーボン・ゼロビルの提供を2020年度までに実現
・エコロジー・ミッションで2020年度にCO2を30％削減（1990
年度比）
・生物多様性の減少をくい止めるための建設活動の構築

基本的要件
本報告書に記載している内容の基本的要件は、以下のとおりです。
報告対象組織……………清水建設株式会社本社及び国内支店
 （事業内容と財務状況は海外含む）
 ※海外及びグループ企業の報告はホームページ
  （http://www.shimz.co.jp/csr/environment
  /intro/overseas.html）に掲載しています。
活動報告対象期間………2009年度（2009年4月～2010年3月）
次回発行予定……………2011年6月

企業情報の開示
企業情報の開示は、各種報告書やホームページ（http://www.shimz.co.jp/）
にて公開しています。
■CSR報告書
　社会との関わり…考え方・実績
　環境との関わり…考え方・実績
　（CSR活動 http://www.shimz.co.jp/csr/index.html）

■決算短信、有価証券報告書、アニュアルレポート
　経済との関わり…経営戦略・経営状態
　（株主・投資家情報 http://www.shimz.co.jp/ir/index.html）

豊かで持続可能な社会の実現に向けて…

2020年の目標CSR活動の基盤 社会問題

公正で透明な
事業活動のために

社会やお客様の
期待を超える

価値の実現のために

社会との調和のために

編集方針
　本報告書は、ステークホルダーの皆様へ情報の開示とコミュニケーションのツールとして、清水建設株式会社のCSRの取り組みを報告するものです。
　「TOPICS : 特集」と「ACTIVITIES : 2009年度の活動内容と実績」の2部構成にしています。TOPICSは「変わる、変える」というテーマ
で特集を組みました。ACTIVITIESは、2009年度と2010年度のCSRの取り組み全体が見渡せる「実施事項と評価」を一覧表にし、各項目で
PDCA（Plan-Do-Check-Action）を分かりやすく理解して頂く構成としています。
　本冊子の内容及び、紙面の都合上掲載できなかった内容や実績データなどについては
ホームページ（http://www.shimz.co.jp/csr/environment/report/report2010.html）に掲載しています。

法令順守

情報セキュリティ

公正な取引

安全安心

温暖化

環境汚染

生物多様性

労働環境

少子高齢化

人材育成

大規模災害

同社がCSR活動の基盤とする「公正で透明な事業活動の
ために」「社会やお客様の期待を超える価値の実現のために」
「社会との調和のために」について、それぞれ含まれる「社
会問題」、対応する「2020年の目標」並びに「活動項目」、さ
らに報告書の冒頭の事業概要や特集以外の本編の目次が

列記され、トップメッセージに続く見開きページを構成している。
「豊かで持続可能な社会の実現に向けて…」という表題のも
と、CSRの3本の柱に基づく活動体系と報告書の組み立て
が一致する明瞭な見せ方となっている。

建設業/総合工事業・職別工事業・設備工事業

「シミズCSR報告書 第16号 2010」

重点課題

清水建設株式会社
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基本的事項

太平洋セメント
との関係

ステークホルダー
との主な対話と頻度

適切な情報公開や
アカウンタビリティ
によって、経営の
透明性を確保して
います。

お客様のニーズ
を満たし、社会的
要請の高い研究開発、
製品・サービスの
提供に努めて
います。

従業員が安全で
安心して仕事の
できる職場づくり
に努めています。

サプライヤーとの
パートナーシップ
によって付加価値の
高い製品・サービスの
開発を行なっています。

地域社会や自治体
からのご理解、ご協力
をもとに事業活動を
行なっています。
より良い社会構築に
向けて活動を推進
しています。

・アニュアルレポート、
 有価証券報告書
 などの各種報告書の
 発行

・支店ごとの
 「生コン会」
・ユーザーへの
 技術サポート

・各種報告書の発行

・ステークホルダー・
 ダイアログの開催

・ポータルサイト

・事業所施設の開放
・見学・説明会
・自治体への報告
・環境モニター制度
・ステークホルダー・
 ダイアログの開催
・各種報告書の発行

・相談窓口の設置

・労使協議会
・メルマガ、
 各種報告書の発行
・各種研修等の
 アンケート調査

・カーボン
 ディスクロージャー
 プロジェクトの
 参画（年1回）

他

他

他

他

他

・講習会
・各種報告書の発行

会社法・上場ルールなどの
コンプライアンス

財務の健全性

ガバナンス

環境報告

環境マネジメント

環境法規制の遵守

製品・サービスの
環境配慮

地域環境規制
の遵守

自社の環境
負荷低減

低炭素社会の構築

資源循環型
社会への構築

サプライヤー選定
における環境基準

サプライヤーの
環境対策支援

社会活動の
株主報告と対話

株主資産の
公正な利用

お客様への
社会報告の実施

お客様との対話・
巻き込み

セメントの
社会資本貢献

従業員との対話・
巻き込み

地域社会との対話・
巻き込み

人権保護と
市民への敬意

社会投資・社会
貢献活動の実施

人権の配慮

多様性の配慮

PL法や営業方法などの
コンプライアンス

危機管理計画・
責任の明確化

お客様との
関係構築

労働環境に関する
コンプライアンス

危機管理計画・
責任の明確化

人材マネジメント

事業に関する
情報開示

取引慣行に関する
コンプライアンス

危機管理計画・
責任の明確化

パートナーシップ

株
主

ス
テ
ー
ク

ホ
ル
ダ
ー

お
客
様

従
業
員

地
域
社
会

（
グ
ル
ー
プ
会
社
の
従
業
員
を
含
む
）

（
近
隣
住
民
、政
府・自
治
体
、N
P
O
な
ど
）

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

（
グ
ル
ー
プ
外
の
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー)

（
株
主
、投
資
家
、金
融
機
関
な
ど
）

（
販
売
店
、生
コ
ン
会
社
、発
注
者
な
ど
）

経済
ステーク

ホルダーから
期待される項目

持続
可能性
への
貢献度

社会
ステーク

ホルダーから
期待される項目

持続
可能性
への
貢献度

環境
ステーク

ホルダーから
期待される項目

持続
可能性
への
貢献度

・課題項目はトリプルボトムライン観点と
 各ステークホルダーとの関連性を加味し、検討しました。

・環境分野については全ステークホルダーが影響を受けると捉えました。
・コンプライアンスに関する項目は、企業として自明なことと捉えました。

・本表における重要度評価について、その適切性・網羅性を
 保証するものではありません。

・ガイドラインやSRI調査アンケート等による社会的要請項目と
 社外アドバイザーとの助言をもとに社内にて議論しました。

大

大

大

■ステークホルダーとの関係と重点課題の抽出

フォーカス1

セメントの
社会資本貢献

フォーカス2

フォーカス3

低炭素社会の
構築

資源循環型
社会の構築
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マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

環
境
へ
の
取
り
組
み

社
会
的
な
取
り
組
み

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
ダ
イ
ア
ロ
グ

ステークホルダーと当社のかかわりについて、様々な規
格、ガイドラインやアンケートなどから社会の注目度や課題
を網羅的に把握し、社会的ニーズを想定しました。CSRレ
ポートを制作するにあたって、当社が考える重要性を整理
し、報告すべきCSR重点活動分野を検討しました。

課題抽出プロセス

上記の3つは、当社が掲げるCSR長期ビジョンのうち、現
時点において当社が積極的に働きかけることで、広くス
テークホルダーの皆様に価値をもたらすことができるテー
マとして抽出しました。
3つのテーマは、次ページ以降に「フォーカス」として詳し

く報告します。

重要性課題抽出結果

社会変化の早い今日、すべてのステークホルダーにとってより良い社会を構築していくため、当社が重視して
取り組むべき課題は何か、適時適切に見直しし、認識する必要があると考えています。
また同時に、当社の問題意識やその認識プロセスについて、ステークホルダーの皆様にご理解いただく機会を
提供することも社会的責任の一つと考えています。
ＣＳＲへの取り組み全体の現状を整理し、重要視していく課題と報告事項を検討しました。

太平洋セメントの問題意識

各ステークホルダー
とのかかわり・対話方
法と頻度を洗い出し 各ステークホルダー

にかかわる当社の
課題を経済・社会・
環境の区分で抽出

ステークホルダーとの
かかわりを認識

課題の抽出

ステークホルダーの期
待と当社の考える持続
可能性への貢献度に
ついて検討

現状と期待の
すりあわせ

プロセス　11
プロセス22

プロセス33

プロセス　11
プロセス22

プロセス33
CSR長期ビジョン 柱1

セメントの社会資本貢献
フォーカス1

CSR長期ビジョン 柱2

資源循環型社会の構築
フォーカス2

CSR長期ビジョン 柱2

低炭素社会の構築
フォーカス3

ステークホルダーからの期待値

当
社
が
考
え
る

持
続
可
能
性
へ
の
貢
献
度 高

高

重点的
課題
重点的
課題
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マネジメント

当社は、グループ経営理念に基づいた事業活動をするうえで、様々なステークホルダーと直接的・間接的に
良好な関係を保っていく必要があると考えています。

ステークホルダーとの関係と重点課題の抽出

CSR課題の抽出にあたり、さまざまなステークホルダーとの関
係をわかりやすく整理して一覧表として掲載している。また、そ
の結果明確となった項目（ステークホルダーから期待される項
目）の中から持続可能性への貢献度の高いテーマを「CSR長

期ビジョンの柱」として抽出し、別に詳しく解説するなど、ステー
クホルダー目線でCSRの推進に取り組んでいることをアピール
している。

製造業/その他製造業

「太平洋セメント株式会社 CSRレポート2010」

重点課題

太平洋セメント株式会社
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基本的事項

環境も含めたCSR重要項目の策定に際して、有識者ヒアリン
グを通じて社会の要請事項を把握することから始め、かつその
策定プロセスを開示している。自社の都合だけによることなく、

多角的視点で企業を取り巻くさまざまな社会的課題、企業が
社会に与える影響等を考慮した上でCSR重要項目を策定す
る姿勢は他の模範となる。

製造業/その他製造業

「バンダイナムコグループ CSR Report 2010　Fun for the future!」

重点課題

株式会社バンダイナムコホールディングス
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基本的事項基本的事項

三菱商事における環境・CSRの
重点課題
事業を通じた社会価値・環境価値の創出
　三菱商事では、事業活動を通じて社会価値・環境価値を創出していくことが、多様なステークホルダーからの要請・期
待に応えることになると考えています。同時に、それらの価値創出が当社の企業価値向上につながるとの認識に立ち、
環境・CSRを経営の最重要課題の一つとして取り組んでいます。

三菱商事のマテリアリティ
　三菱商事では、事業活動において重要性（マテリアリティ）の高い環境・CSR分野の課題として、「気候変動」「生物
多様性」「資源の持続可能な利用」「汚染・事故の未然防止」「人権・労働」「先住民の権利」を特定し、自らの事業
においてそれらの課題とどのようにかかわり、持続可能な社会の構築に向けてどのように取り組んでいるのかを整理しま
した。次ページ以降では、各部門・営業グループごとに重点課題を整理するとともに、それらの課題解決に貢献しながら
社会価値・環境価値を創出する事業活動をご紹介します。

気候変動
多くの事業投資先を有する三菱商事では、連
結・グローバルベースでのカーボンマネジメ
ントの強化が重要な課題であると考えていま
す。また、交通インフラや新エネルギー開発
など、社会の低炭素化に資する事業に取り組
んでいます。

資源の持続可能な利用
エネルギー、鉱物、食料、水など、世界中で
さまざまな資源にかかわる事業を展開する
三菱商事にとって、資源の持続可能な利用
に努めることは重要な課題となっています。

先住民の権利
資源開発案件を中心に、先住民の居住する地域
での事業を展開する三菱商事にとって、先住民が
固有の文化や歴史を持つことを認識し、事業活動
を行う国・地域の法律や国際的な取り決めに定
められた先住民の権利への配慮を行うことは重要
な課題となっています。

生物多様性
多岐にわたるビジネスを展開している三菱商
事では、世界のさまざまな地域で生態系サー
ビスの恩恵を受けています。したがって生物
多様性の維持・保全に努めることは当社に
とっても重要な課題であると考えています。

人権・労働
世界中でさまざまなビジネスを展開し、多
種多様な商品を取り扱う三菱商事にとっ
て、人権への配慮、特にサプライチェーン
における人権・労働面の配慮は重要な課
題となっています。

汚染・事故の未然防止
環境面、および労働安全衛生面からも、
汚染や事故の未然防止に努めることは
重要であり、そのための仕組み作りと管
理に継続的に取り組んでいます。

● 環境・CSRアドバイザリーコミッティーからの指摘
● SRIインデックスやNGOなどとの対話
● 国内外のメディアモニタリング
● 国際条約などの動向（気候変動、生物多様性など）

ステークホルダーの関心・期待

三菱商事の
事業活動

● 三菱商事における重点施策
● 新たな事業機会の創出
● 事業を進める上でのリスクマネジメント
● 法規制などの強化

三菱商事へのインパクト

「事業を通じた社会価値・環境価値の創出」を自社の環境・
CSR活動に関する最重要課題の1つとしている。そして、「三
菱商事のマテリアリティ」として「気候変動」「生物多様性」
「資源の持続可能な利用」「汚染・事故の未然防止」「人権・
労働」「先住民の権利」の6項目を導き出している。その上で、

次ページから順次内容を展開するという、マテリアリティ原則
に沿った説得性のある編集をしている。特にグローバルな事業
課題の中で広義の「先住民の権利」について取り上げている
点は、日本企業として先駆的といえる。

流通業（卸売業）/商社

「Sustainability Report 2010」

重点課題

三菱商事株式会社

「2009年度社会的責任の通信簿」と題し、基本方針に沿っ
た7つの社会的責任に基づき、各責任に関わる活動につい
て、「前進したこと」、「問題点と課題」を述べている。これら
のページを見れば組合の取り組み内容や状況が把握できるよ

うになっており、たいへんわかりやすい。また、各項目の詳細
について参照ペ―ジが記載されており、読者が関心をもつ項
目を簡単に見ることが可能となっている点も優れている。

流通業（小売業）/生活協同組合

「CSRレポート2010」

環境取組一覧

大阪いずみ市民生活協同組合
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基本的事項基本的事項

9

目標： 施設・設備改善などのハード対応と構成員への啓発活動などのソフト対応により、単位面積
　　  当たりエネルギー消費量・温室効果ガス排出量を前年比2%以上削減する
計画： ■２００９年度計画を継続する 

■省エネルギーの効果の見える化を推進するとともに、環境賦課金制度の検証を始める 
■ 特定の建物で環境配慮啓発活動の推進と検証をするとともに、そこで得られた知見を全学
の活動へフィードバックする

2010年度の
目標・計画

目標：部局での環境マネジメントの推進
計画： ■部局での環境管理体制を規定する環境管理標準を作成する 

■CO2排出量について、他大学等との原単位比較を行う

2010年度の
目標・計画

2009年度環境行動計画の実績と2010年度環境行動計画

　京都大学では、2002年度に制定した「京都大学環境憲章」を踏まえ、2008年度に「京都大学環境計画」を策定しました。
 「京都大学環境計画」の5つの柱は、 ① 様 な々環境負荷に関する情報の継続的な把握・検証と環境マネジメントシステムの推進
　　　　　　　　　　　　　　 　 ② エネルギー使用量と温室効果ガス排出量の削減
　　　　　　　　　　　　　　 　 ③ 廃棄物の減量・再生による環境負荷の低減
　　　　　　　　　　　　　　 　 ④ 化学物質の安全・適正管理の推進
　　　　　　　　　　　　　　 　 ⑤ 全構成員に対する環境安全教育の推進　
であり、⑥着実な水・大気環境管理と⑦環境配慮契約の推進の2つの項目を加え、合計7つの項目ごとに、「2009年度における環境
行動計画の実績とその自己評価及び2010年度の環境行動計画」について以下にまとめました。

様々な環境負荷に関する情報の継続的な把握・検証と
環境マネジメントシステムの推進計　画

2009年度目標 2009年度実施計画 2009年度実績 掲載
ページ

判定
（注1） 評価（注2）

■環境マネジメントシステ
ムの明確化を進める

■環境管理標準を制定し、省エネル
ギーの推進とCO2排出量及び廃棄物
削減に関するシステムを明確にする

■特定の建物で省エネルギーの推進
とＣＯ2排出量削減活動を展開するこ
とにより、本学の状況にあった環境管
理標準制定の準備を継続している

P26～29

○

・環境管理標準の制定
には至っていないが、先
行部局においてCO2削
減の目標設定や削減計
画を作成した

■効果的な環境負荷
データの収集・検証体
制を構築する

■即時性の必要なデータに関する効
率的なデータ収集を行う

■データ収集・確認の頻度を見直し、
半期ごとに集計できるようにした
■全学のデータを収集した

P19 ・データ収集の方式内
容を進歩させた

エネルギー使用量と温室効果ガス排出量の削減計　画
2009年度目標 2009年度実施計画 2009年度実績 掲載

ページ 判定 評価

■施設・設備改善などの
ハード対応と構成員への
啓発活動などのソフト対
応により、単位面積当たり
エネルギー消費量・温室
効果ガス排出量を前年比
2%以上削減する

■環境賦課金制度による省エネ対策
を行う　　　　　　　　　　　　　
■建物の大規模改修等において省エネ
対策を行う
■ESCO事業を積極的に導入する　

■省エネに関するトップランナー設備
機器等を導入する　

■環境賦課金事業計画に基づき、環
境賦課金事業を実施した
■建物大規模改修時等において省エ
ネ設備を導入し、その使用法を使用者
に理解してもらう機会をつくった
■ESCO事業を実施した
（吉田キャンパス24棟で実施）
■建物耐震改修や環境賦課金事業に
おいて、トップランナー設備機器等の
導入を推進した

P22～25

P28

P22～25

P22～25

○

・前年度に比べて建物単位
床面積あたりのエネルギー消
費量は1.7%減少した
温室効果ガス排出量は、電
気事業者係数を使用した場
合0.1％増加、デフォルト値を
使用した場合1.5％減少した

■建物延べ床面積1m2
あたりCO2排出量
＜算出式＞

■CO2総排出量

■エコ宣言ウェブサイトを推進するこ
とで環境配慮行動への動機付けを進
めるとともに、その情報を部局マネジ
メントにフィードバックする
■多様な構成員より成る建物を対象に
省エネ対策を行うことにより、その効
果検証や意識啓発を図る

■エコ宣言ウェブサイトの運用を本格
的に開始し、構成員の環境配慮行動へ
の動機付けを進めた
エコ宣言の登録者は1,014人（平成２２
年６月末現在）
■特定の建物で環境配慮啓発活動を
実施し、その効果や意識啓発の状況を
調査した
■全部局において温室効果ガスの削
減目標を設定した
■環境配慮行動に関する自主点検を
実施した
■待機電力削減などの全学キャンペー
ンを展開した

P12～15

P26

P27

P27

P28

（CO2排出総量）÷（建物 
  総延べ床面積）
（電気事業者係数を使用）
  2008年　84.8kg-CO2/㎡
  2009年　84.9kg-CO2/㎡
〈目標値83.1kg-CO2/㎡〉
（デフォルト値を使用）
  2008年　130.8kg-CO2/㎡
  2009年　128.9kg-CO2/㎡
〈目標値128.2kg-CO2/㎡〉

（電気事業者係数を使用）
  2008年　88,676ｔ-CO2
  2009年　89,549ｔ-CO2
（デフォルト値を使用）
  2008年　136,864ｔ-CO2
  2009年　136,021ｔ-CO2
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●本レポート中に独立した項目で記載　　　■本レポート本文中で言及　　　ー 取り組み未実施

環境負荷の低減

主要事業会社の主な取り組み一覧

コンビニエンスストア事業

●省エネ型設備・機器の導入

●LED照明・太陽光発電パネ
ルの導入
●物流での環境負荷低減
　（車載端末設置、CNG車・   
ハイブリッド車の導入推進)

●省エネ型設備の導入

■LED照明・太陽光発電パネ
ルの導入

■エリア別・温度帯別トランス
ファーセンターの設置によ
る配送距離・台数の削減

■エコドライブの推進

●省エネ型設備の導入

■物流センターの新設
　　　　　　　
■エコドライブの推進

 
● LED照明の導入

●省エネ型設備・機器の導入

●  物流拠点の見直しによる車
両走行距離の削減

●  混載納品による積載効率の
向上

●  車載端末の管理による燃費
の向上

●  食品廃棄物の削減
●  食品リサイクルの推進（野菜
くずやコーヒーかすの堆肥
化・飼料化）

●  本部社員食堂でのマイボト
　ル持参者へのポイント付与
●  制服クリーニング水の循環
　利用
● １２０回の洗濯にも耐えられる
制服の製作・使用

●  建築端材や間伐材を活用し
た割り箸の利用

●  セカンドディスプレイの活
用によるATMでの販促用
の紙媒体の削減

●  ご利用明細票発行の必要・
不要の確認表示

●  ATM部品のリサイクル

●  従業員と家族が自然につい
　て学ぶ「ボノロンの森環境
活動」

●  環境研修の実施
●  環境社会検定（eco検定）の
推奨・取得支援

●  会議・研修時に省エネルギー
推進教育を実施

●  店舗での「省エネチェックリ
スト」の運用

●  省エネ型設備の導入
●  LED照明の導入
●  毎日ライトダウン実施(屋外 
   広告照明点灯時間の短縮)
●  店舗の屋上・壁面の緑化・ 
   グリーンカーテンの推進
●  ISO14001に基づく環境
負荷低減活動の推進

●  環境対策チーム、エコスタッ
フの設置

●  ATMの省エネ設計の推進

●  食品リサイクルの推進
●  生ごみ処理機の店舗設置
●  コンポスト肥料で栽培した
農産物の販売

●  簡易包装(スマートラッピン
グ)の推進

●  レジ袋辞退カードの設置
●  リターナブルコンテナ導入、
ハンガー納品によるダン　
ボールの削減

●  給茶サービス（有料）の実施
によるマイボトル持参の促進

●  植樹・育樹活動の推進
●  ギフトラッピングによる
　お客様参加の植樹貢献
　（グリーンラッピング）

ー

●  環境に配慮した商品とライ   
   フスタイルの提案
●  クールビズ・ウォームビズ 
  対応商品の販売

●食品リサイクルの推進

●レジ袋使用量の削減（有料
化・値引きサービス）

●食品容器包装の使用削減
　（ばら売り）

■再生トレイの導入

● 「通い箱」の利用によるダン
ボールの削減

● 本部から店舗向けに省エ
ネ・省資源についての情報
や店舗別のエネルギー使用
量目標・実績を配信

● 会議を利用してエネルギー
使用削減事例を共有

●食品リサイクル・ループの
　構築
●レジ袋使用量の削減(配布基
準の徹底、素材の薄肉化、値
引きサービス、有料化)

●食品容器包装の使用削減
(ばら売り、素材の見直し)

■再生トレイの導入

●  分別の徹底
● 「通い箱」の利用によるダン
ボールの削減

● 生物多様性に配慮した農法
で栽培された米の販売

● 環境に配慮した農法で栽培
された商品の販売

● クールビズ・ウォームビズ対
応商品の販売

●  従業員向け小冊子の配布
●  廃棄物削減を促進する「リ
　サイクル３３３キャンペーン」
　の実施

●食品リサイクルの推進

●  レジ袋使用量の削減(お客様
への声かけ、レジ袋の薄肉
化、サイズ見直し)

●  容器包装材の使用量削減
●  設備什器の再利用
●  木造店舗の出店（一部地区）

■地産地消商品の開発・販売

■加盟店との環境情報の共有

スーパーストア事業

環境負荷の
適切な把握

エネルギー効率の
向上と再生可能
エネルギーの導入

廃棄物の削減と
循環型社会の構築

生物多様性への
対応

環境に配慮した
商品の提供

従業員への
意識啓発

百貨店事業 金融関連事業フードサービス事業

セブン-イレブン イトーヨーカドー ヨークベニマル そごう・西武 セブン銀行セブン＆アイ・
フードシステムズ

P.26 P.28 P.28 P.30

P.29

P.29

P.29

P.31

P.29

P.29

P.29

P.29
P.29

P.31

P.28

P.29
P.29

P.27

P.45

P.26

P.26

P.27

●eラーニングによる従業員
向けの環境教育

●  お取引先社員への入店時環
境教育の実施

●  環境リーフレットの配布
●  従業員教育用小冊子へのエ
コ活動チェックリストの掲載

P.30

グループ共通のCO2排出量算定マニュアルの整備

環境省ライトダウンキャンペーンへの参加

原生熱帯林保全プログラムの実施 P.18

オリジナルエコバッグの販売 P.23

グループ全体での従業員への意識啓発キャンペーン、清掃活動などの実施 P.53

2002年度に制定した「京都大学環境憲章」を踏まえて「京都
大学環境計画」を2008年度に策定し、同計画に重要項目を
さらに加えて「2009年度における環境行動計画の実績とそ
の自己評価及び2010年度の環境行動計画」がまとめられて

いる。戦略的環境経営の全体像が一目瞭然となっており、体
系的かつ包括的な施策であることが読み手に明瞭に伝わるよ
う工夫されている。

教育機関/国立大学法人・学校法人

「京都大学環境報告書2010」

環境取組一覧

国立大学法人 京都大学

ホールディング内の事業会社ごとに環境問題の取り組み課題
が一覧表として示されており、グループ全体と個別事業会社
の取り組み内容がたいへんわかりやすい。報告書構成も近年

増えているステークホルダー別ではなく、重点項目別に事業会
社単位で記載されている点も、ホールディング会社の環境報
告として評価できる。

サービス業/その他サービス業

「セブン&アイHLDGS. CSR Report 2010」

環境取組一覧
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